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 平成 20 年 3 月 28 日

横浜市告示第 117 号

平成 20 年 4 月 15 日

市 報 登 載 
１ 平成 20 年度 一般廃棄物処理実施計画 

 

１ 目的 

  一般廃棄物処理実施計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。

以下「法」という。）及び横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例（平成

４年９月横浜市条例第 44 号。以下「条例」という。）に基づき、横浜市の区域内の一般廃棄物の

処理に関する事業計画を単年度ごとに定めるものである。 

 

２ 計画期間 

  平成 20 年４月１日から平成 21 年３月 31 日まで 

 

３ 処理計画量 

(1)ごみ                                 （単位：トン） 

  

 資源化量 焼却量① 直接埋立量②

収集搬入量 1,196,280 172,580 1,012,790 10,910

他市町村からの 

受入量 
9,400 － 9,400 －

 

  

 灰の資源化量 埋立量③ 

焼却残さ量 148,410 30,400 118,010 

他市町村受入分 

焼却残さ量 
1,400 － － 

 

ごみ量（①＋②） 1,023,700  
 

埋立総量（②＋③） 128,920

(2) し尿・浄化槽等汚泥        （単位：キロリットル） 

し尿 浄化槽等汚泥 処理総量 

10,013 30,847 40,860

 

４ 平成 20 年度の取組 

(1)ごみの減量・リサイクルの推進 

ア Ｇ３０の推進・普及啓発 

・外食を提供する事業者やイベント主催者による使い捨て容器の使用削減、リユース食器の使

用拡大など、発生抑制や再使用の取組を進める。 

・「G30 エコパートナー」協定を締結している百貨店、スーパーマーケットやコンビニエンスス

トア等と連携して、過剰包装の自粛やレジ袋の削減などの取組を進める。 

・これまで焼却処理していた生ごみについて、リサイクルの可能性を検討するため、回収・資

源化の調査を行う。 

・平成 19 年に開設した「リサイクルひろば港南」（港南事務所内）および「G30 ひろば つづき」
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（都筑工場内）に続いて、新たに金沢工場内に啓発拠点を整備し、「G30 コーディネーター」

の養成など、地域と連携した G30 の普及啓発・環境学習を推進する。 

・幼児から高齢者まで各世代に応じた環境学習を推進するため、中学・高校生等の環境学習ツ

ールを開発する。 

イ 家庭ごみ対策 

・分別のさらなる徹底と定着に向け、資源物売払収入を活用した地域還元、分別されていない

ごみの取り残し、分別が徹底されていない地域を中心とした啓発・指導を行うとともに、新

たな取組として、分別を行わない者へ、勧告・命令の手続を経て罰則を適用する。 

・プラスチック製容器包装の分別・リサイクル促進に向けた国のモデル事業に参加し、３区（港

南・磯子・金沢）で、市民・事業者・行政の３者連携による取組を行う。 

・市民の利便性を図るため、資源回収ボックスの活用やセンターリサイクル（資源物の回収拠

点）の推進を図るとともに、電気式生ごみ処理機購入助成を実施する。 

・資源集団回収の未実施地域へ働きかけを強化するなど、市民の自主的な取組を促進する。 

・選別の際に生じるガラス残さの資源化を拡大するとともに、家庭から出るせん定枝を一部地

域で分別収集し資源化するなど、リサイクルを推進する。 

・粗大ごみの金属類のリサイクルを行うとともに、新たな取組として、これまで焼却処理して

いたリユースできない家具類についても、一部を製紙原料等にリサイクルする。 

・国内でのリサイクル・再商品化を条件にペットボトルを売却する「横浜方式」を実施する。 

  ウ 事業系ごみ対策 

・事業者に対する啓発や働きかけ、事業所への立入調査や焼却工場での搬入物検査などを行う

とともに、分別の取組が優れている事業者を優良事業者として認定する。 

・分別を行わない事業者に対しては、勧告・公表・命令の手続を経て罰則を適用する。 

・せん定枝の資源化を推進する。 

(2)運営の効率化と市民サービスアップ 

  ア 運営の効率化 

・西区、中区、栄区で家庭ごみの収集運搬業務の民間委託を実施する。 

・公衆トイレ日常清掃業務の民間委託を拡大し、すべての公衆トイレで民間委託を実施する。 

・粗大ごみの収集運搬業務を委託する。 

  イ 市民サービスアップ 

・狭あい道路のためごみ出しが不便な地域を対象とした軽トラックによる収集や、小・中学生

や地域のボランティアによるふれあい収集を実施する。 

・不法投棄や産業廃棄物の不適正処理の通報等に対し、早期対応を図る。 

・地域防災拠点にトイレパックの備蓄を増やし、災害時のトイレ対策を充実させる。 

  ウ まちの美化の推進 

・喫煙禁止地区（横浜駅・桜木町駅・関内駅周辺）での喫煙対策を進めるとともに、３地区の

実施状況や効果を検証し、既存地区の拡大や新たな地区の指定などを進める。 

・不法投棄や放置自動車については、警察など関係機関と連携して、地域の実情に即した防止

活動を展開するとともに、放置自動車の適時適切な一時移動を実施し、早期撤去を図る。 

(3)適正な処理 

・３Ｒを進めてもなお残る廃棄物については、焼却工場や最終処分場で安全・安定的に処理・

処分するとともに、焼却で発生する熱エネルギーを有効活用し、売電収入の確保にも努める。 

・昭和 55 年から稼働している保土ケ谷工場の長寿命化を図るため、老朽化した設備の大規模

補修を実施する。廃止した栄工場の焼却設備撤去後の建屋部分の一部を、資源物のストック
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ヤードとして有効活用する。 

・最終処分場の延命化を図るため、焼却灰の民間施設での処理委託を引き続き実施するほか、

セメント原料化ＰＦＩ事業の実施に向けた手続を進める。 

・長期に安定した廃棄物埋立事業ができるよう、南本牧ふ頭第５ブロック処分場の整備を進め

るとともに、併せて既設外周護岸等の負担金を支出する。 

(4)し尿・浄化槽等汚泥の適正処理の推進 

・し尿の収集・運搬及び処理を円滑に進めるとともに、公衆トイレの衛生的な維持管理に努め

る。また、事業活動に伴い設置された仮設トイレのし尿収集は引き続き有料で実施する。 

・浄化槽の適正な維持管理指導、検査指導を行い、環境の保全に努める。 

 

５ 収集･運搬計画 

(1)区域 

  横浜市全域 

(2)分別の区分と排出・収集運搬方法等 

ア ごみ 

(ｱ)家庭ごみ 

分別の区分  

 説明 

排出方法 収集運搬方法 

家
庭
ご
み
（
(ｲ)
、
(ｳ)
を
除
く
一
般
廃
棄
物
） 

1 プラス

チック

製容器

包 装 

（※１） 

商品の容器包装のうち、主

としてプラスチック製の

もの(この表の２項のペッ

トボトルに該当するもの

を除く。)であって、次に

掲げるもの 

(1)箱及びケース 

(2)瓶 

(3)たる及びおけ 

(4)カップ形の容器及びコ

ップ 

(5)皿 

(6) くぼみを有するシー

ト状の容器 

(7) チューブ状の容器 

(8) 袋 

(9) (1)から(8)までに掲

げるものに準ずる構

造・形状等を有する容器

(10) 容器の栓・ふた・キ

ャップその他これらに

類するもの 

(11) 容器に入れられた

商品の保護又は固定の

ために、加工・当該容器

集 積

場 所

ご と

に 指

定 さ

れ た

曜 日

の朝 8

時 ま

で に

排出 

（※２）

中身を残さない

ようにし、容器を

軽くすすぐ、又は

ふいて、中身がは

っきりと確認で

きる半透明の袋

（透明の袋も可、

以下「半透明の

袋」という。）又

はふた付きの容

器で排出 

週１回、集積場所

にて収集 
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  への接着等がされ、当該

容器の一部として使用

される容器 

(12) 包装 

   

 
 

2 缶・び

ん・ペ

ットボ

トル 

商品の容器のうち、 

缶：鋼製又はアルミニウム

製の缶（カップ形のものを

含む。）であって、飲食品

（飲み薬を含む。以下「飲

食品」という。）が充てん

されたもの 

びん：主としてガラス製の

①瓶、②カップ形の容器及

びコップ、③皿、④①～③

に準ずる構造・形状などを

有する容器であって、飲食

品が充てんされたもの 

ペットボトル：主としてポ

リエチレンテレフタレー

ト製の瓶又はそれに準ず

る構造・形状などを有する

容器であって、飲料又はし

ょうゆが充てんされたも

の 

 ふたをはずし（缶

はふたが本体と

分離した場合に

限る。プラスチッ

ク製のふたはプ

ラスチック製容

器包装として、金

属製のふたは小

さな金属類とし

て排出）、中をす

すいで、半透明の

袋又はふた付き

の容器に、缶・び

ん・ペットボトル

を一緒に入れて

排出 

缶・びんはつぶさ

ずに排出 

ペットボトルに

ついては、ラベル

をはずし（プラス

チック製のラベ

ルは、プラスチッ

ク製容器包装へ

排出）、つぶして

排出 

週１回、集積場所

にて収集 

 

3 小さな

金属類 

主として金属でできてい

るもの（以下「金属製」と

いう。）で、一辺が 30ｃｍ

未満のもの（この表の２項

及び７項に該当するもの

を除く。） 

 袋に入れずに排

出（ただし、刃物

等危険なもの、細

かくて散乱する

おそれのあるも

のは、新聞紙など

で包み品目名を

表示して袋に入

れる。） 

週１回、集積場所

にて収集（缶・び

ん・ペットボトル

の日に収集） 
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4 古紙 新聞、段ボール、紙パック、

雑誌・その他の紙（新聞、

段ボール、紙パック、雑誌

以外の紙） 

汚れが著しいもの、銀紙、

裏カーボン紙、内側がアル

ミ張りの紙パック、捺染紙

（アイロンプリント用熱

転写紙）、感熱発泡紙、ヨ

ーグルト・アイスクリーム

の紙製容器、カップ麺の紙

製容器、洗剤の紙製容器、

石けんの個別包装紙は除

く。 

新聞、段ボール、

紙パック、雑誌・

その他の紙を品

目ごとにまとめ、

ひもでしばって

排出（その他の紙

で大きさの揃わ

ないものや、細か

い物は、紙袋又は

半透明の袋に入

れて排出） 

月２回、集積場所

にて収集 

 

※地域によって

は月１回、又は収

集しない場合あ

り 

 

5 古布 主として繊維でできてい

る製品（この表の 10 項に

該当するものを除く。） 

 半透明の袋又は

ふた付きの容器

で排出 

 

6 乾電池 一次電池のうち、マンガン

乾電池、アルカリ（マンガ

ン）乾電池、ニッケル系一

次電池、リチウム電池 

 半透明の袋又は

ふた付きの容器

で排出 

週２回、集積場所

にて収集（燃やす

ごみの日に収集）

 

7 スプレ

ー缶 

主として金属でできてい

るエアゾール缶（カートリ

ッジ式ガスボンベを含

む。） 

 中身を出し切り、

半透明の袋又は

ふた付きの容器

で排出 

週２回、集積場所

にて収集（燃やす

ごみの日に収集）

 8 燃えな

いごみ 

ガラス製品（この表の２項

に該当するものを除く。蛍

光灯、電球を含む。）、陶磁

器製品 

 購入時の箱や新

聞紙などで包み、

品目名を表示し

て排出 

週２回、集積場所

にて収集（燃やす

ごみの日に収集）

 9 燃やす

ごみ 

この表の１から８までの

項及び 10 項に属さないも

の(５(３）収集しないごみ

の「排出禁止物」を除く。）

 半透明の袋又は

ふた付きの容器

で排出 

週２回、集積場所

にて収集（７，８

月は週３回収集）

 10 粗大ご

み 

金属製のもので、一辺が 30

ｃｍ以上のもの及び金属

製以外で 50ｃｍ以上のも

の（５(3)収集しないごみ

の「排出禁止物」を除く。）

電話又はインターネット

による申し込み後、粗大ご

み収集シール（手数料納付

済みのもの）をちょう付し

て、指定された日に指定さ

れた場所へ排出 

電話又はインターネット

により申し込んだうえで、

排出者自らが５（４）に定 

申込みの際に指

定した日及び場

所にて収集 
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    める搬入先に搬入するこ

とができる。 

 

※１ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第 112 号）第２

条第２項及び第３項に規定する「特定容器」及び「特定包装」のうち、主としてプラスチック

製の容器包装（ペットボトル以外のもの）のこと。 

※２ この表の１から８までの項（８項は、蛍光灯、電球に限る。）については、排出者自らが、

資源循環局事務所へ持ち込むことができる。また、８項（蛍光灯、電球を除く。）及び９項に

ついては、資源循環局事務所に申し込み、排出者自らが、６(1)に定める施設に搬入すること

ができる。 

(ｲ) 事業系ごみ 

分別の区分  

 説明 

排出場所 排出方法 収集運搬方法

事
業
活
動
に
伴
っ
て
生
ず
る
一
般
廃
棄
物 

1  資源化可

能な古紙 

新聞、段ボール、

紙パック、雑誌、

オフィス紙、ミ

ックスペーパー

（名刺、封筒、

葉書、メモ用紙、

付せん紙等の細

かな紙類、包装

紙、紙袋、菓子

箱、割り箸袋な

ど） 

資源化に適さな

い可能性のある

もの(※1)は除

く。 

新聞、段ボー

ル、紙パッ

ク、雑誌、オ

フィス紙、ミ

ックスペー

パーを品目

ごとに分別

し排出 

排出事業者自

らが運搬又は

法第７条第１

項ただし書き

に規定する専

ら再生利用の

目的となる一

般廃棄物（以

下「専ら物」

という。）のみ

を収集運搬す

る業者若しく

は排出事業者

の委託を受け

た一般廃棄物

収集運搬業者

が収集運搬  

2  資源化可

能な古紙

以外 

この表の１項の

分別の区分に属

さないもの 

（６(3)横浜市

が処理しない廃

棄物を除く。） 

当該事業活

動を行う敷

地内に排出 

５(2)ア(ア)

家庭ごみの

「排出方法」

欄において

排出場所と

して使用さ

れる集積場

所を除く。 

排出事業者

自らが運搬

する場合は、

分別の区分

に応じて、６

(2)において

指定する施

設まで運搬

し排出 

産業廃棄物

を混入させ

ずに排出 

 ただし、一

般廃棄物と

産業廃棄物

の混合物（以

下「混合物」

という。）で

あって、それ

らを分離さ

せることが

できない場

合又は混合 

排出事業者自

らが運搬又は

専ら物のみを

収集運搬する

業者（専ら物

を扱う場合に

限る。）若しく

は排出事業者

の委託を受け

た一般廃棄物

収集運搬業者

が収集運搬 

 みなとみら

い２１地区の
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     物を排出時

に分離させ

ないことに

ついてやむ

を得ない事

情があり、か

つ処分先で

分離される

ことが確実

である場合

はこの限り

ではない。 

管路収集区域

は、管路によ

る収集運搬 

 産業廃棄物

又は分別した

資源化可能な

古紙若しくは

資源化可能な

古紙以外の一

般廃棄物が、

その他の物と

混合するおそ

れのないよう

に、それぞれ

区分して運搬

すること。た

だし、この項

の排出方法欄

のただし書き

に係るものに

ついてはこの

限 り で は な

い。 

排出事業者の

混合物を運搬

する者は、本

市の一般廃棄

物及び産業廃

棄物の収集運

搬業の許可を

取得していな

ければならな

い。  

住居に併置

する事業所

又は福祉関

係事務所か

ら排出され

る事業系一

般 廃 棄 物

（横浜市廃

棄物等の減

量化、資源 

５（２）ア（ア）家庭ごみの

分別の区分に準ずる。 

住居に併置

する事業所

は、５(2)ア

(ア)家庭ご

みの「排出方

法」欄におい

て排出場所

として使用

される集積

場所に排出 

５(2)ア(ア)

家庭ごみの

排出方法に

準じ、かつ排

出時の半透

明の袋に事

業所名を明

記し、○事と表

示する。 

５(2)ア(ア)

家庭ごみの収

集運搬方法に

準ずる。 
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化、及び適

正処理等に

関する規則

第９条の要

件を満たす

事業所に限

る。） 

 福祉関係事

務所は指定

された場所

に排出 

  

※１ 資源化に適さない可能性のあるものとは、金属がついた紙、粘着物のついた紙、臭いのつ

いた紙、感光紙、ビニールコート紙、ワックス加工品、油紙、防水加工紙、捺染紙（アイロ

ンプリント等の昇華転写紙）、ターポリン紙、硫酸紙、感熱発泡紙、感熱紙、カーボン紙、

ノンカーボン紙、合成紙等をいう。 

(ｳ)清掃ごみ等 

区分 排出方法 収集運搬方法 処理方法 

動物の死体 

（遺棄動物の死体に限

る。） 

－ 
電話申込により随時収

集 
焼却 

不法投棄 － 
毎日（日曜・休日・年末

年始を除く。）収集 

地域清掃、その他 随時排出 随時収集 

資源化又は焼却、

埋立 

イ し尿及び浄化槽等汚泥 

区分 収集方法 処理方法 

一般収集：おおむね月２回収集 
し尿 

臨時収集：申請により収集 

浄化槽等汚泥 
一般廃棄物収集運搬業の許可を有する浄化槽清掃許

可業者が浄化槽管理者等の依頼に基づき収集 

下水道処理施設によ

る処理 

※ 臨時収集については、事業活動に伴い設置された仮設トイレの収集の場合、粗大ごみ収集シ

ール（手数料納付済みのもの）をちょう付されたものを収集する。 

(3) 横浜市が収集しないごみ 

区分 品目 

排出禁止物 

（条例第30条

第 1項関連） 

特定家庭用機器廃棄物（特定家庭用機器再商品化法（平成 10 年法律第 97 号）

第２条第５項に規定する特定家庭用機器廃棄物をいう。以下、同じ）である

エアコン・テレビ・冷蔵庫・冷凍庫・洗濯機、自動車、オートバイ、ＦＲＰ

船、パーソナルコンピューター、消火器、大量の自転車、タイヤ（自動車用

のものに限る。）、自動車・二輪車用バッテリー、小型充電式電池、ボタン電

池、プロパンガスボンベ、高圧ガス容器、ピアノ、廃油、塗料、薬品類、廃

棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年政令第 300 号）第３条第

１号ホに規定する石綿含有一般廃棄物、その他処理に著しい支障を及ぼすも

の 

一時多量ごみ

※１ 
収集作業に支障を生じるもの 
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※１ 排出者自ら又は一般廃棄物収集運搬業者に収集運搬を委託し、市の指定する施設に搬入す

る。 

(4) 粗大ごみを排出者が持ち込む場合の搬入先（条例別表第１関連） 

家庭から排出される粗大ごみを排出者が自ら持ち込む場合は、次のうちから市が指定する施

設に搬入するものとする。 

搬入先 所在地 

鶴見資源化センター 鶴見区末広町１丁目 15 番地の１ 

港南ストックヤード 港南区日野南三丁目１番２号 

都筑ストックヤード 都筑区平台 27 番１号 

神明台ストックヤード 泉区池の谷 3,949 番地 

(5)横浜市が処分する一般廃棄物の運搬先として、市長が指定する施設（条例第 37 条第 1項及び

同条第 2 項並びに別表第１関連） 

施設名 所在地 

鶴見工場 鶴見区末広町１丁目 15 番地の１ 

保土ケ谷工場 保土ケ谷区狩場町 355 番地 

旭工場 旭区白根二丁目８番１号 

金沢工場 金沢区幸浦二丁目７番地の１ 

都筑工場 都筑区平台 27 番１号 

神明台処分地 泉区池の谷 3,949 番地 

南本牧廃棄物最終処分場 中区南本牧４番地 

グリーンコンポスト施設 泉区池の谷 3,949 番地 

 

６ 処分計画 

(1)家庭ごみ 

搬入先 
区分 

施設名 所在地 
処理方法 

プラスチック製容器包

装 
民間処理施設 資源化 

鶴見資源化センター
鶴見区末広町１丁目 15 番

地の１ 

金沢資源選別センタ

ー 

金沢区幸浦二丁目７番地の

１ 

緑資源選別セ 

ンター 

緑区上山町１丁目 

３番地の１ 

缶・びん・ペットボトル 

戸塚資源選別 

センター 

戸塚区上矢部町 

1,921 番地の 12 

選別施設で選

別後、資源化 

小さな金属類 民間処理施設 

古紙 民間処理施設 

古布 民間処理施設 

乾電池 民間処理施設 

スプレー缶 民間処理施設 

蛍光灯、電球 民間処理施設 

資源化 
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樹木せん定枝 
グリーンコンポスト

施設 
泉区池の谷 3,949 番地 

鶴見リサイクルプラ

ザ 

鶴見区末広町１丁目 15 番

地の１ 

港南リサイクルプラ

ザ 

港南区日野南三丁目１番２

号 

再使用可能な

家具類 

青葉リサイクルプラ

ザ 

青葉区荏田西一丁目５番地

の 16 

資源化

可能な

粗大ご

み 

金属製品 民間処理施設 

神明台処分地 泉区池の谷 3,949 番地 燃えないごみ（蛍光灯、

電球を除く。） 

不燃性の粗大ごみ（資源

化可能な粗大ごみを除

く。） 
南本牧廃棄物最終処

分場 
中区南本牧４番地 

埋立て 

鶴見工場 
鶴見区末広町１丁目 15 番

地の１ 

保土ケ谷工場 保土ケ谷区狩場町 355 番地 

旭工場 旭区白根二丁目８番１号 

金沢工場 
金沢区幸浦二丁目７番地の

１ 

燃やすごみ 

可燃性の粗大ごみ（資源

化可能な粗大ごみを除

く。） 

都筑工場 都筑区平台 27 番１号 

焼却 

(2) 事業系ごみ（横浜市が処分する産業廃棄物（平成 15 年 10 月横浜市告示第 390 号。以下、「あ

わせ産廃告示」という。）に基づき横浜市が処分する産業廃棄物を含む。） 

搬入先 
区分 

施設名 所在地 
処理方法 

資源化可能な古紙 
専ら物（古紙に限る。）の処分を業として行う

者の施設 
資源化 

専ら物（古紙を除く。） 
当該専ら物のみの処分を業として行う者の施

設 

資
源
化
可
能
な
古
紙
以
外
の
一
般
廃
棄
物 

食品循環資源の再生利

用等の促進に関する法

律（平成 12 年法律第 116

号。以下「食品リサイク

ル法」という。）第 2 条

第2項に規定する食品廃

棄物等を排出する事業

者から排出される同条

第3項に規定する食品循

環資源 

食品リサイクル法第 11 条第 1 項に規定する登

録再生利用事業者が運営する施設 

一般廃棄物処分業者が運営する施設 

資源化 
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樹木せん定枝 
グリーンコンポスト

施設 
泉区池の谷 3,949 番地 

一般廃棄物処分業者が

処分することのできる

一般廃棄物 

一般廃棄物処分業者が運営する施設 

資源化 

焼却 

埋立て 

鶴見工場 
鶴見区末広町１丁目 15

番地の１ 

保土ケ谷工場 
保土ケ谷区狩場町355番

地 

旭工場 
旭区白根二丁目８番１

号 

金沢工場 
金沢区幸浦二丁目７番

地の１ 

可燃性の一般廃棄物 

（6(3)横浜市が処分し

ない廃棄物を除く。） 

都筑工場 都筑区平台 27 番１号 

焼却 

神明台処分地 泉区池の谷 3,949 番地 
不燃性の一般廃棄物 

（6(3)横浜市が処分し

ない廃棄物を除く。） 
南本牧廃棄物 

最終処分場 
中区南本牧４番地 

埋立て 

(3)横浜市が処分しない廃棄物 

区分 品目 

可燃性の廃棄

物 

・資源化可能な古紙 

・産業廃棄物（あわせ産廃告示に基づき横浜市が処分する産業廃棄物を除く。）

・特定家庭用機器廃棄物であるエアコン・テレビ・冷蔵庫・冷凍庫・洗濯機

・焼却不適物（液体、大量の粉末、直径 20 センチメートル以上又は長さ 300

センチメートル以上のもの、焼却設備に損傷を与えるおそれがあるもの、感

染性廃棄物、毒物・劇物又は廃駆除剤が付着又は混入しているもの、動物の

死体（遺棄動物の死体を除く。）、その他処理に著しい支障を及ぼすもの） 

不燃性の廃棄

物 

・産業廃棄物（あわせ産廃告示に基づき横浜市が処分する産業廃棄物を除く。）

・ＰＣＢが付着または混入しているもの 

・油分が付着または混入しているもの 

・水中に投じて油膜が生じるまたは浮遊するもの（神明台処分地を除く。） 

・毒物・劇物又は廃駆除剤が付着又は混入しているもの 

・著しい発色性、発泡性、飛散性、発火性または臭気を有するもの 

・中空であるもの 

・おおむね 30 センチメートル以上の金属・ガラス・陶磁器及びがれき類 
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２ 平成 20 年度（４月～５月）ごみ量の状況について 

 

平成20年４月から５月までのごみ量は約16万５千トンで、平成13年度と比べ、

40.1％減少（▲１１万トン）しています。 

 なお、燃やすごみについては、33.1％減少（▲５万 1 千トン）し、事業系ごみ

については、51.9％減少（▲６万トン）しています。 

 また、市民ひとり一日あたりの燃やすごみ量（原単位）は、36.7％減少してい

ます。 

 

（１）平成 20 年度（４月～５月）のごみ量 

【単位：トン】

対13年度 対13年度 対13年度 対13年度

13年度
実績

20年度 -110,102 -50,224 -50,924 -59,878

実績 -40.1% -31.5% -33.1% -51.9%

13年度
実績

20年度 -622,155 -306,261 -304,026 -315,894

目標 -38.7% -32.8% -33.7% -46.8%

※「家庭系ごみ」とは、燃やすごみと、粗大ごみ及び資源物として回収したもののうち、資源化できなかったものと、不法投棄等
　その他のごみの量を足したものです。
※20年度実績は速報値であり、10トン未満を四捨五入しています。

358,500

674,394

153,794

596,800

274,872

1,609,155

159,434

987,000

年
　
間

934,761

628,500

4
月
～

5
月

燃やすごみ

164,770 109,210

900,826

102,870 55,560

事業系ごみ

115,438

市全体
家庭系ごみ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）平成 20 年度（４月～５月）の燃やすごみ量・原単位・人口 

 

13年度

4月～5月

20年度

4月～5月

増減量

（対H13年度）

増減率

（対H13年度）

燃やすごみ量（トン） 153,794 102,870 -50,924 -33.1%

原単位（ｇ／（人・日）） 731 463 -268 -36.7%

人口（千人） 3,450 3,639 189 5.5%

※「原単位」とは、市民ひとり一日あたりの燃やすごみの量です。

※「燃やすごみ量」は、4月～5月の燃やすごみの量を累計した値です。

※「原単位」は、4月～5月の各月の原単位を平均した値です。また、「人口」は、4月～5月の各月の人口を平均した値です。
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３『分別ルールを守らない市民・事業者に対する罰則制度』の実施状況について 

 

「横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例」に基づき、分別しな

い市民、事業者に対して改善を促す手続き（勧告・命令・過料）の適用を 5 月 1 日から

開始しました。実施状況につきましては、次のとおりです。 

  
 

（１）市民に対する指導等の状況 

分別されていないごみが出されている集積場所で調査を実施し、ごみを出した家庭を

特定し、訪問して指導をしています。 

これまでのところ、特にトラブルはなく、指導にも概ね従っていただけている状況で

す。 

 

【5 月 1 日から 5月 31 日まで（１か月）の状況】 

調査した 

集積場所数 

開封した 

ごみ袋個数 

特定できた 

件数 

指導した 

件数 

1,861 7,836 1,934 496 

 

 

（２）事業者に対する指導等の状況 

焼却工場で実施している搬入物検査において、分別されていないものを発見した場合、

搬入した収集運搬業者にヒアリングを行う等により、排出した事業者を特定し、指導を

実施しております。指導には概ね従っていただいております。 

 

【5 月 1 日から 5月 31 日まで（１か月）の状況】 

検査台数 不適正搬入 

件数 

排出事業者に対する

指導件数 

  その他 

12,630 102 16   86 

 

 

今後も継続して調査、指導等を実施してまいります。 



４ 平成１９年度ごみ組成調査結果について 

 

平成 17 年４月からの分別対象品目の拡大に伴って、家庭から出されるごみや資源物が

どのように変わったかを調べるためにごみ組成調査を実施しています。 

この調査は市内全 18 区にそれぞれ３～７地点（約 140 世帯）の調査地域を設定し、年

2回（６～７月、10～12 月）サンプリングを行い集計したものです。 

 

（１）燃やすごみについて 

○「燃やすごみ」の組成割合は厨芥類が 39.3％、紙類が 26.6％、木竹類が 13.0％、

プラスチック類が 10.4％等となっています。 

 

厨芥類
39.3％

紙類 
26.6％

木竹類
13％ 

その他
10.7％

プラスチック類 
10.4％ プラスチック製 

容器包装 
4.9％ 

古紙 
（分別対象） 

11.4％ 

その他 
（分別対象） 

1.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-１ 燃やすごみの組成割合 

 

（２）燃やすごみ」の中の資源物の割合 

○「燃やすごみ」の中の資源物の割合は分別拡大前の 16 年度に 35.2％であったも

のが年々減少し 19 年度には 17.4％となっています。その内訳は、古紙 11.4％、

プラ製容器包装 4.9％、その他金属など 1.1％の資源物が燃やすごみとして排出

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0％

10％

20％

30％

40％

分別品目拡大前

H16年度 前期

H17年度 平均 H18年度 平均 H19年度 平均

11.4％

4.9％

1.1％

13.2％

5.1％

1.2％

14.8％ 

5.1％ 

1.0％ 

その他 
1.8％ 

プラスチック製 

容器包装 
10.5％ 

古紙 
22.9％ 

分別品目
拡大前

H16年度 前期

H17年度
平均

H18年度
平均

H19年度
平均

新聞紙・
折り込みちらし 6.3 3.2 2.3 2.0

段ボール 2.7 0.8 0.8 0.5

紙パック 0.7 0.4 0.4 0.4

雑誌・
その他の紙 13.2 10.4 9.7 8.5

合　計 22.9 14.8 13.2 11.4

 表-１ 燃やすごみ中の資源化可能な
古紙組成割合 

35.2％ 20.9％ 19.5％ 17.4％

 
図-２ 燃やすごみの中の資源物の割合
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（３）資源物の分別率について 

○「缶・びん・ペットボトル」は 95％前後の高い割合で分別されていますが、「プ

ラスチック製容器包装」の分別率は約 60％であり、残りの約 40％が燃やすごみ

の中に入っています。 

 
表-２ 資源物の分別率

 
分別率（％）

分別品目拡大前
H16年度 前期

H17年度 平均 H18年度 平均 H19年度 平均

缶 83.6 94.3 95.1 95.2

びん 82.8 95.1 96.0 96.4

ペットボトル 72.2 93.0 93.3 94.0

プラスチック
製容器包装

― 56.8 56.1 60.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 分別率＝資源物÷（資源物＋燃やすごみ中の資源物）×100 

 

 

○「ペットボトル」は 94.0％と高い割合で分別されていますが、ふたとラベルを

きちんと取って出されたものの割合は 63％であり、さらなる分別ルールの徹底

が必要です。 

 

ふたなし 
ラベルあり 

14％ 

ふたあり 
ラベルなし 

3％ ふたなし
ラベルなし

63％ 

ふたあり 
ラベルあり 

20％ 

 

 

 

 

 

 

図-３ ペットボトルの排出方法

15 


